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  金             額   金             額

2,351,695,716 2,146,545,910

700,429,162 192,025,432

178,122,536 14,259,640

1,083,319,512 1,261,050,617

323,942,165 40,112,600

15,308,038 2,161,661

20,531,217 214,435,148

8,331,100

2,878,661 57,666,300

22,155,186 71,003,679

42,752,093

6,307,443 235,700,000

△ 1,298,204 7,047,640

4,217,341,988 1,677,731,042

有形固定資産 3,472,897,563

892,636,223

145,577,259 87,200,000

16,677,181 1,577,369,042

208,758,076 13,162,000

44,749,978 3,824,276,952

2,164,498,846

無形固定資産 12,076,466

8,765,260 100,000,000

3,311,206 1,045,500,000

535,500,000

732,367,959 510,000,000

56,147,000 1,577,957,919

22,950,000

7,404,270

1 1,405,000,000

668,816,688 150,007,919

 21,302,833  

21,302,833

2,744,760,752

6,569,037,704 6,569,037,704

北海道西濃運輸株式会社

貸 倒 引 当 金

固 定 負 債固 定 資 産

退 職 給 付 引 当 金機 械 装 置

繰 延 税 金 資 産

構 築 物

繰 延 税 金 負 債

長 期 借 入 金

未 払 消 費 税 等

預 り 金

前 受 収 益

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

利 益 準 備 金

資 本 金

資 本剰 余金

資 本 準 備 金

利 益剰 余金

その他資本剰余金

支 払 手 形

設 備 支 払 手 形

営 業 未 払 金

親 会 社 未 払 金

設 備 未 払 金

株 主 資 本

預 り 敷 金

負 債 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

負債及び純資産合計

繰 越利益剰余金

評価 ・換 算差 額等

工 具 器 具 備 品

関 係 会 社 株 式

純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金

別 途 積 立 金

その他利益剰余金

繰 延 税 金 資 産

投 資 有 価 証 券

そ の 他 流 動 資 産

未 収 入 金

建 物

前 払 費 用

資 産 合 計

そ の 他 の 投 資 等

出 資 金

差 入 敷 金 保 証 金

投資その他の資産

流 動 資 産

現 金 預 金

車 両 運 搬 具

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

営 業 未 収 金

貯 蔵 品

親 会 社 未 収 金

未収還付法人税等

勘 定 科 目

（ 資 産 の 部 ）

短 期 貸 付 金

土 地

貸  　 借  　 対 　  照  　 表
(２ ０ ２ ４ 年 ３ 月 ３ １ 日 現 在)

受 取 手 形

勘 定 科 目

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債



　　科　　　　　　　　　目

10,756,116,315

10,230,116,640

525,999,675

352,487,207

173,512,468  

9,041

2,352,800

14,971,425 17,333,266

49,726

49,726

190,796,008

30,719,700

6,349,136

37,068,836

561,289

561,289

227,303,555

51,887,955

103,270,799

72,144,801

固 定 資 産 売 却 損

特 別 利 益

受 取 配 当 金

支 払 利 息

営 業 外 収 益

営 業 利 益

受 取 補 償 金

損 益 計 算 書

２ ０ ２ ４ 年 ３ 月 3 １ 日 ま で

金　　　　　　　　　　　　　　額

経 常 利 益

営 業 外 費 用

営 業 総 利 益

そ の 他 費 用

そ の 他 収 益

固 定 資 産 処 分 損

営 業 収 入

そ の 他 利 益

固 定 資 産 売 却 益

販売費及び一般管理費

営 業 費 用

有 価 証 券 評 価 損

受 取 利 息

２ ０ ２ ３ 年 ４ 月 １ 日 か ら

営 業 外 損 益

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 失

そ の 他 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税･住民税及び事業税



個別注記表
１．重要な会計方針
　　１．有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　　その他有価証券
　　　　　　時価のあるもの　　　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額金は、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全部純資産直入法により処理し、売却価格は移動平均
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法により算定）
　　　　　　時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法
　　２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　　貯蔵品　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法に基づく低価法
　　３．固定資産の減価償却の方法
　　　　　有形固定資産　　　　　　　　　　定率法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし１９９８年４月１日以降に取得した建物
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建物付属設備は除く）並びに２０１６年４月１日
以降に取得した建物付属設備及び構築物ついては
定額法を採用しております。
　　　　　無形固定資産　　　　　　　　　　定額法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、自社使用のソフトウェアについては、社内に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しております。
　　　　　リース資産　　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとして
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　算定する方法によっております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の所有権移転外ファイナンス・リース取引について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会計処理を採用しております。
　　４．引当金の計上方法
　　　　　貸倒引当金
　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
　　　　　　また貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能
　　　　　　見込額を計上しております。
　　　　　賞与引当金
　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期に見
　　　　　　合う分を計上しております。
　　　　　退職給付引当金
　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の
　　　　　　見込額に基づいて計上しております。
　　　　　　なお、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
　　　　　　以内の一定の年数（７年）による按分額を、翌営業年度から費用処理して
　　　　　　おります。
　　　　　役員退職慰労引当金
　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給に関する
　　　　　　内規に基づく期末要支給額を計上しております。
　　５．消費税等の会計処理
　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式によって行っております。


